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【要旨】 

雪崩予防柵の現行の設計手法では、積雪深が小さいほど斜面方向の設置間隔（列間斜距離）が短くなり、柵の
設置基数が多くなる課題がある。本研究では、雪崩予防柵の列間斜距離を長くするための設計手法を検討するた
め、雪崩予防柵の列間斜距離に関する比較試験と、斜面積雪の破壊条件に関する理論的考察を行った。その結果、
列間斜距離が長いと柵に作用する雪圧が大きくなるが、斜面積雪の移動（グライド）速度が大きい場合の理論雪
圧を考慮することで、列間斜距離を現行の設計条件よりも長くとることができる可能性が示された。ただし、列
間斜距離を長くできるのは、主に積雪深が小さい場合または斜面勾配が小さい場合であると考えられる。 

キーワード：雪崩予防柵、設計、列間斜距離、雪圧、グライド、雪の圧縮破壊強度 

 

 

1．はじめに 

積雪寒冷地では、雪崩対策として雪崩予防柵が多
く設置されている（図１）。現行の雪崩予防柵の設計
方法は 1)、40年以上前のスイスでの研究成果等に基
づき導入されたものである 2) 3)。例えば、雪崩予防柵
の斜面方向の設置間隔（以下、列間斜距離 L）は式
(１)より算定され、北海道開発局の道路設計要領 4)

でも用いられている。 

HsL
δθ

θ
tantan

tan2

−
⋅=           (１) 

ここで、L：列間斜距離（m）、Hs：設計積雪深（m）、
θ：斜面勾配（°）、δ：雪と地面の摩擦角（°）で
ある。tanδは雪と地面との摩擦係数μに等しく、除
雪・防雪ハンドブック 1)ではμ(= tanδ)＝0.5～0.6、
北海道開発局の道路設計要領 4)では安全を見て 0.5

が採用されている。 

 式(１)において、tan θと tan δは、斜面勾配等が同 

 

列間斜距離

 

図１ 雪崩予防柵(吊柵)の設置状況の例 

一とみなせる現地条件の場合には定数となり、列間
斜距離 Lは設計積雪深 Hsに正比例する。図２は、
式(１)より求めた列間斜距離 Lと設計積雪深 Hsの
関係である。この図に示すように、同じ斜面勾配で
あれば設計積雪深が小さいほど、列間斜距離が短く
設定される。つまり、積雪の少ない地域で、列間斜
距離が短くなって斜面に設置する雪崩予防柵の基数
が多くなるため、建設コストが割高になる課題が指
摘されている 5) 6)。 

本研究では、雪崩対策工の合理的設計手法の検討
として、雪崩予防柵の列間斜距離に関する比較試験
と斜面積雪の破壊に関する理論的な考察を行い、雪
崩予防柵の列間斜距離を広げる場合の設計の考え方
について検討を行った。また、雪崩予防柵上に発達
する雪庇（巻きだれ雪）について、事例調査と現地
試験を雪崩・地すべり研究センターと実施した。 
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図２ 雪崩予防柵の列間斜距離と設計積雪深の関係 
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2．雪崩予防柵の列間斜距離に関する比較試験 

2．1 雪崩予防柵の比較試験の方法 

2．1．1 比較試験の概要 

雪崩予防柵の比較試験は、札幌近郊の中山峠（標
高 835m）の平均勾配 37°の斜面で行った。試験箇
所の設計積雪深は 2.6m で、これに基づいた雪崩予
防柵の設計における柵高は 2.5m、列間斜距離は 15m

である。 

試験に用いた雪崩予防柵は、柵高 2.5m、幅 2.75m

である。図３に示すように、この斜面に設置された
上下２段、左右３列の雪崩予防柵６基を用いて試験
を行い、３列ある柵の列間斜距離は、それぞれ 10m、
15m、20m とした。この３列の雪崩予防柵を用いた
試験から、以下に示す列間斜距離の違いによる柵へ
の雪圧と斜面積雪の移動状況を調べた。また、積雪
深と気温は、近傍の平地にて計測した。 

2．1．2 雪圧の測定値方法 

雪崩予防柵に作用する雪圧の計測は、各列下段の
柵に対して行い、２本ある主索ケーブルのうち１本
にロードセル（LU-5TE）を設置して行った（図４）。
主索ケーブルの引張荷重の計測値（N）の２倍を柵
全体に作用する荷重と考え、これを柵幅で除した値
を雪圧（N/m）とした。測定期間は、2009年 12月 4

日から 2010年 5月 10日である。ただし、列間斜距
離 15mの柵への雪圧は、1月 6日以降欠測となった
ため解析から除いた。 
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図３ 試験斜面の状況 
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図４ ロードセルの設置状況 

2．1．3 斜面積雪の移動状況に関する断面観測 

斜面積雪は重力の作用により変形、移動する。積
雪の変形による雪粒子の変位をクリープ、地面での
積雪の滑りをグライドといい、クリープとグライド
を合わせたものが実際の積雪の移動量となる。 

ここでは斜面積雪の移動状況として、グライドに
着目する。グライドは、図５に示すおがくずを用い
る方法 7)により観測した。積雪深が 2m 以上となっ
た 3月 6日に、スノーサンプラー（断面積 20cm2）
を用いて雪面から積雪を鉛直方向に円筒状に抜き取
り、地面に目印の杭を打った後に積雪内におがくず
を充填した。おがくずの充填箇所は、柵から斜面上
方の斜距離で 1.1m、3.1m、5.1m、10.1mの位置であ
る（図６）。杭位置からのおがくずの変位量は、おが
くず充填から 32日後（4月 7日）と 51日後（4月
26日）に、おがくず充填箇所の積雪横断面を露出さ
せて測定した。この測定値から地面における斜面方
向の変位量を求め、これをおがくず充填日からの日
数で除した値をグライド速度Ug（cm/day）とした（図
５）。また、雪面付近の移動速度Ua（図５）を求め、
式(２)よりグライド係数 Nを求めた。 
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+=
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なお、断面観測では積雪密度を鉛直方向に 30cm

間隔で測定し、その平均値を全層平均密度とした。 

 おがくず

Ua

雪崩予防柵

H 積雪深
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β
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θ

Ua, Va: 雪面付近の移動速度

Ug: グライド速度  

図５ おがくずを用いた積雪移動状況の観測方法 
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図６ 雪崩予防柵の配置とおがくず充填箇所 
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2．2 雪崩予防柵の比較試験の結果 
2．2．1 試験期間中の気温と積雪深の状況 
図７a は、試験期間中の気温と積雪深の推移であ
る。試験期間中の積雪深は１月初旬に 2m 以上とな
り、増減を繰り返しながら最大 3m に達した。おが
くず充填から第１回断面観測までは、気温 0℃以下
の日が多く積雪深が増加した期間であり、第１回断
面観測から第２回断面観測までは、気温 0℃以上と
なる日が増えて積雪深が減少し融雪が進行した期間
であった。 

2．2．2 雪崩予防柵に作用する雪圧の測定結果 
図７b に示す雪圧の推移より、積雪深が 2m を超
えた１月初旬から列間斜距離 10m と 20m の雪崩予
防柵への雪圧に差がみられ始め、４月上旬の融雪期
までその差が広がりながら雪圧は増加を続けた。 

図８は、列間斜距離 10m と 20m の雪崩予防柵に
作用する雪圧を比較したものである。積雪深が増加
傾向にあった３月までの期間では、列間斜距離 20m

の雪圧は、10mの雪圧の約 1.2倍であった。一方、
４月以降の融雪期から雪圧は減少傾向となり、両者
の関係にばらつきがみられるが、雪圧の差はさらに
大きくなり、最大で約 1.6倍となった。 

2．2．3 斜面積雪の移動状況に関する測定結果 
図９は、おがくず充填から第２回断面観測までの
期間のグライド速度と柵からの斜距離との関係であ
る。柵から離れるほどグライド速度が大きくなる傾
向にあり、また列間斜距離が 10m、15m、20mと大
きくなるにつれグライド速度が大きくなる傾向とな
った。また、グライド係数（図省略）は列間斜距離
の違いによる差はみられず、列間斜距離を長くして
も試験斜面のグライド係数の設計値である 2.6 を上
回らない結果となった 8)。 

-20 

-15 

-10 

-5 

0 

5 

10 

15 

0

50

100

150

200

250

300

350

12/1 12/21 1/10 1/30 2/19 3/11 3/31 4/20 5/10 5/30

気
温

(℃
)積

雪
深

(c
m

)

積雪深
気温

おがくず充填

（3/6）
第１回観測

（4/7）

第２回観測

（4/26）

(a)

0

10

20

30

40

50

12/1 12/21 1/10 1/30 2/19 3/11 3/31 4/20 5/10 5/30

雪
圧

(k
N

/m
) 列間斜距離L=20m

列間斜距離L=10m

おがくず充填

（3/6）

第１回観測

（4/7）

第２回観測

（4/26）(b)

 

図７ 試験期間中の気温と積雪深、雪圧の推移 
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図８ 列間斜距離 10mと 20mの場合の雪圧の比較 
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図９ グライド速度と柵からの斜距離との関係 

 

2．3 雪崩予防柵の比較試験結果の考察 
2．3．1 雪圧の測定値と設計値の比較検討方法 

現行の雪崩予防柵の列間斜距離の決定は、雪圧論
に基づき行われている 1)。雪崩予防柵の設計に直接
関係する雪圧の観点から、列間斜距離を現行の設計
条件よりも長くとる場合の考え方を考察するため、
今回の雪崩予防柵に作用する雪圧の測定結果と設計
雪圧の比較検討を、以下のように行った。 

現行の雪崩予防柵の設計雪圧は、式(３)から求め
られる 1)。また、雪圧の理論式には式(４)もある 9)。 

式(３)は底面の抵抗力がグライド速度に比例する場
合、式(４)は垂直応力に比例する場合に適用され、
後者はグライド速度が大きく斜面積雪が滑りやすい
状態の理論式と考えることができる（但し適用条件
は明確ではない）9)。 

KNHgS
2

2

ρ=                    (３) 

( )LgHS θμθθρ cossincos −=     (４) 

ここで、ρ：積雪密度（kg/m3）、g：重力加速度（m/s2）、
H：積雪深（m）、θ：斜面勾配（°）、μ：積雪の地
面に対する摩擦係数、L：列間斜距離（m）である。 



雪崩対策工の合理的設計手法 
に関する研究(２) 

5 

15 

25 

35 

45 

5 10 15 20 25

雪
圧

S
(k

N
/
m

)

列間斜距離 L (m)

測定値

理論値（式３）

理論値（式４）

5 

15 

25 

35 

45 

5 10 15 20 25
雪

圧
S

(k
N

/
m

)
列間斜距離 L (m)

測定値

理論値（式３）

理論値（式４）

（a） 第１回断面観測（4/7） （b） 第２回断面観測（4/26）

 

図10 雪圧の理論値と設計値の比較 

（a）第１回断面観測、（b）第２回断面観測 

 

これらの雪圧の式(３)と式(４)を連立させること
で、式(５)が得られる。現行の列間斜距離の設計値
の算定式（式(１)）は、スイスの示方書 2) 3)により、
式(５)に K/sin2θ＝0.74と N＝2.7を与えることで得
られたものである。 

HNKL 
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=

μθ
θ

θ tan

tan

2sin
     (５) 

式(３)の設計雪圧及び式(４)の理論値と比較試験
によって測定された雪圧とを比較し、雪崩予防柵の
列間斜距離を現行の設計条件よりも長くとる場合の
考え方を考察した。 
2．3．2 雪圧と列間斜距離の関係について 
図10は、雪圧 S と列間斜距離 L の関係において、
２回の積雪断面観測時の測定値と式(３)と式(４)に
よる理論値を比較した結果である。雪圧の測定値は、
周辺積雪の辺縁荷重 1)を設計計算により見積もって
差引いた値とした。雪圧の理論値の計算では、 

積雪深 H と積雪の平均密度ρは、断面観測の測定
値を用い、斜面勾配θは 37 ﾟ、摩擦係数μは 0.5、グ
ライド係数 N は設計値 1)の 2.6とした。また、クリ
ープ係数 K は、密度ρの測定値（第１回断面観測：
337kg/m3、第２回：397kg/m3）に対応する値を、密
度 100kg/m3ごとの設計値 1)から内挿して求めた。な
お、図10において、列間斜距離の設計値は、式(３)
と式(４)の設計上の交点にあたる 15mである。 

図 10 より、列間斜距離が設計条件より短い 10m 

の場合、雪圧の測定値は、式(３)よりも小さく、設
計条件からみて安全側の値となった。一方、列間斜
距離 L が設計値よりも長い 20m の場合、雪圧の測
定値は、設計雪圧の式(３)よりも大きくなった。た
だし、列間斜距離 20m の雪圧の測定値は、式(４)
から求めた理論値よりは小さい。 

以上より、列間斜距離を長くすることにより雪崩

予防柵に作用する雪圧は大きくなるが、式(４)によ
って雪圧の増加分を考慮することで、列間斜距離を
現行の設計条件よりも長くとることができる可能性
が示唆される。 

 
3．合理的な雪崩予防柵の設計手法に関する検討 

3．1 雪崩予防柵の合理的設計手法の検討方法 

雪崩予防柵の比較試験（2.）では、雪崩予防柵の
列間斜距離を長くすると、雪圧が増加することが示
された。雪圧が増加すると斜面積雪の破壊が起き、
雪崩が発生することが懸念される。そこで、列間斜
距離を長くとることのできる範囲を明らかにするた
めに積雪の破壊条件に着目し、雪圧として積雪に作
用する荷重と積雪の破壊強度との比較検討を行った。 
3．1．1 単位面積あたりの雪圧の算出方法 
雪崩予防柵が設置されている斜面において、雪圧
は柵付近で最も大きくなると考えられる。雪圧 Sを
雪の破壊強度と比較する場合、式(３)と式(４)の雪
圧の単位（N/m）を単位面積あたりの荷重（N/m2）
にする必要がある。そこで、図11に示すように、式
(３)と式(４)の雪圧 S（N/m）を斜面に垂直な方向
の積雪深Hcosθ（m）で除して、単位面積あたりの
雪圧 P（N/m2）とした（式(６)、式(７)）。 

KNHg
H

SP
θ

ρ
θ cos2cos

==       (６) 

( )Lg
H

SP θμθρ
θ

cossin
cos

−==   (７) 

雪圧 Pの計算は、北海道開発局の設計要領 4)に基
づいて、積雪密度ρは 350 kg/m3、摩擦係数μは 0.5、
クリープ係数Kは斜面勾配θごとの設計値（例えば、
θ= 30 ﾟで K = 0.69、θ= 45 ﾟで K = 0.80）、グライド
係数 Nは、列間斜距離の設計条件（式(１)）の導出
に用いられた 2.7とした。 

 

雪崩予防柵

L 列間斜距離

H 積雪深

θ 斜面勾配

H cosθ

圧縮

 

図11 雪崩予防柵と斜面における積雪深 
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図 12  雪の密度と圧縮破壊強度の関係．
Watanabe(1977)10)によって得られた新雪としまり雪
における関係式（式(８)）． 

 

3．1．2 雪の圧縮破壊強度の推定方法 
雪圧 P として斜面積雪に作用する荷重は、図 11
に示すように、ここでは単純に雪を斜面下方に圧縮
する方向に働くと考える。雪の圧縮破壊強度は、新
雪としまり雪に対して得られた式(８)に示す積雪密
度ρとの関係式 10)から求めた。 

56.310log97.2 3

1010 +−

×= ρσ g         (８) 

ここでσは雪の圧縮破壊強度（N/m2）である。図12
は、式(８)から求めた積雪の圧縮破壊強度σと密度
ρとの関係である。雪圧 Pとの比較検討では、雪の
圧縮破壊強度σは、雪圧 Pの計算と同様に、積雪密
度ρ=350 kg/m3の値を式(８)から求めた。 

3．2 雪崩予防柵の合理的な設計手法の検討結果 
式(６)と式(７)から求められた単位面積あたりの
雪圧 Pと、式(８)から求まる積雪の圧縮破壊強度σ
との比較を行い、列間斜距離 Lを長くとることので
きる範囲を検討した。 

3．2．1 雪圧と積雪の圧縮破壊強度の比較結果 
図 13 は、列間斜距離 L との関係において、柵付
近の積雪に作用する単位面積あたりの雪圧 P（式
(６)、式(７)より計算で求めた雪圧）と、式(８)か
ら求めた雪の圧縮破壊強度σを比較したものである。
雪圧 Pは、斜面勾配θを 30 ﾟ、35 ﾟ、40 ﾟ、45 ﾟとし
た４つの場合について計算した。また、現行の設計
に用いられる式(６)から求めた雪圧 Pは、積雪深H
によって異なるため、各々の斜面勾配において積雪
深 Hが 2mと 3mの場合について計算した。式(６)
と式(７)により求められた雪圧 Pの交点が、設計上
の列間斜距離であり、図13には、積雪深Hが 2mと
3mの場合に対応した２つの交点がある。この交点 
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図 13 列間斜距離と雪圧及び雪の圧縮破壊強度と
の関係．斜面勾配θが(a)30 ﾟ，(b)35 ﾟ，(c)40 ﾟ，
(d)45ﾟの場合の比較．積雪密度ρは350 kg/m3とし、
摩擦係数μは 0.5，クリープ係数 K は斜面勾配θご
との設計値 4)，グライド係数 Nは 2.7とした． 
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の移動が、列間斜距離の変更を意味する。 

また、図13には、式(８)から求めた積雪密度ρが
350 kg/m3のときの圧縮破壊強度σも示した。この圧
縮破壊強度σと、現行の設計に用いられる式(６)か
ら求めた雪圧 Pを比較すると、積雪深Hが 2mの場
合、いずれの斜面勾配θにおいても雪圧 Pは圧縮破
壊強度σより小さく、斜面積雪の圧縮破壊が起こる
可能性は低いと考えられる。ただし、積雪深Hが 3m

で、斜面勾配θが 45 ﾟ（図 13d）の場合、式(６)に
よる雪圧 Pは、雪の圧縮破壊強度（式(８)）と同程
度の大きさとなった。 
一方、式(７)による雪圧 Pと雪の圧縮破壊強度σ
を比較すると、列間斜距離 Lが長くなるに従って雪
圧 Pは大きくなり、ある列間斜距離以上になったと
きに雪圧Pは雪の圧縮破壊強度σを上回る（式(９)）。 

( )LgP θμθρσ cossin −=≤       (９) 

図13において、式(９)となる条件は、式(７)による
雪圧 Pと圧縮破壊強度σとの交点より列間斜距離 L
が長い場合であり、このとき斜面積雪の圧縮破壊が
起きる可能性があると考えられる。よって、列間斜
距離 Lを現在の設計条件である式(６)と式(７)の交
点よりも長くとる場合、式(９)とならない条件、つ
まり式(10)で表される条件を満たすことが要求され、
これが列間斜距離 Lを長くできる上限値になると考
えられる。 

( )θμθρ
σ

cossin −
<

g
L          (10) 
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図14 斜面勾配と列間斜距離の関係．青線は，積雪
深と斜面勾配に応じた列間斜距離の設計値 4)，赤線
は，図13で示した雪圧 P（式(７)）と圧縮破壊強度
（式(８)）が同じとなる列間斜距離の計算結果． 

3．2．2 列間斜距離の拡張可能な範囲について 
図 13 の検討結果について、列間斜距離 L と斜面
勾配θとの関係について整理したのが図14である。
図14は、積雪深 Hが 2mから 4mまで 0.5mごとに
示したもので、北海道開発局の設計要領 4)に示され
ている列間斜距離 L の設計値である。また、図 14
には、式(７)の雪圧 Pと雪の圧縮破壊強度σが同じ
となる列間斜距離 L（図13で示した式(７)の雪圧 P
と雪の圧縮破壊強度σとの交点）を求め、これと斜
面勾配θとの関係を示した。 

図14より、積雪深が 3m以下の列間斜距離の設計
値は、雪の圧縮破壊強度から求めた列間斜距離より
も短く、安全側の設計条件といえる。つまり、現行
の設計で求まる列間斜距離を長くできる余地がある
と考えられる。しかし、斜面勾配が 40 ﾟ以上になる
と列間斜距離の設計値と圧縮破壊強度から求めた列
間斜距離が近い値となり、積雪深が 3.5m 以上で斜
面勾配が 35 ﾟ以上となる場合、列間斜距離の設計値
は圧縮破壊強度から求めた距離を上回り、これ以上
列間斜距離を長くすることは難しいと判断される。 

以上の検討結果から、列間斜距離を長くとること
ができるのは、主に積雪深が小さい場合または斜面
勾配の小さい場合であると考えられる。なお、図14
において列間斜距離の設計値が、積雪の圧縮破壊強
度から求めた距離を超えている場合がある（例えば、
斜面勾配が 40°以上、積雪深が 4mの場合）。図 14
は、積雪密度の設計値である 350kg/m3の場合の検討
結果であり、柵の近傍で実際の積雪密度がそれより
も大きい場合は圧縮破壊強度も大きくなり、それに
基づく列間斜距離も長くなる。これまでに実際の斜
面で積雪の圧縮破壊が生じた例はないことから、図
14 は列間斜距離に関して安全側の検討結果と考え
られる。 

 

4．雪崩予防柵上の巻きだれ雪発達に関する調査 
4．1 巻きだれ雪除去作業の事例調査 

4．1．1 事例の収集方法 

雪崩予防柵の高さと巻きだれ雪の発達状況との関
係について、実際に巻きだれ雪を除去処理する作業
がどのような積雪状況のときに行われているのかを
調べるため、平成 17年度から平成 20年度までの 4

冬期の新潟県湯沢町内の国道 17号及び平成 17年度
と平成20年度の2冬期の妙高市内の国道等を例に事
例調査を行った。なお、平成 17 年度冬期は、平成
18年豪雪にあたる。 
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4．1．2 事例調査の結果 
新潟県湯沢地区における巻きだれ雪の除去処理が
行われたときの積雪状況を調べたところ 11)、積雪深
が増加傾向のときよりも、やや減少傾向にある時期
に作業が行われており、また必ずしも積雪深が柵高
を超えた場合に作業が行われているとは限らないこ
とがわかった。これは、作業時の安全確保や降雪時
は道路の除雪が優先されることなどが要因と考えら
れる。ただし、毎冬期の作業回数は、積雪深にほぼ
比例して増える傾向にあった 11)。 

4．2 巻きだれ雪発達に関する現地試験 

4．2．1 現地試験の方法 

雪崩予防柵上に発達する巻きだれ雪の状況を把握
するために、雪崩予防柵の高さや列間斜距離と巻き
だれ雪の発達状況との関係について現地試験を実施
した。現地試験は、新潟県十日町市大倉地区と上越
市名木山地区（雪崩･地すべり研究センター実施 12)）、
北海道中山峠と芦別市滝里（雪氷チーム実施 13)）の
各箇所において実施し、柵上の巻きだれ雪の発達状
況の経過観察等を行った。 
4．2．2 現地試験の結果 

現地試験の結果、柵が積雪深より高い場合に巻き
だれ雪が発達する状況を観察できたが、具体的な発
達条件を見いだすことはできなかった。また、柵の
列間斜距離と巻きだれ雪の発達について、柵付近の
積雪の移動状況（図 15）から調査を行った結果 13)、
雪崩予防柵の列間斜距離を長くすることによる巻き
だれ雪発達への影響は小さいと考えられた。 

 

(a)おがくず充填から21日後
(2010年3月6日)

(b)おがくず充填から46日後
(2010年3月31日)

 

図 15 雪崩予防柵上部の積雪に充填したおがくず
の状況．中山峠において，2月 13日に積雪内に充填
したおがくずの(a)21日後と(b)46日後の状況 13)． 

 

5．まとめ 
本研究では、合理的な雪崩予防柵の設計手法の検
討として、雪崩予防柵の列間斜距離を長くするため
の設計手法を検討するため、雪崩予防柵の列間斜距
離に関する比較試験と、斜面積雪の破壊条件に関す
る理論的考察を行った。 

その結果、列間斜距離が長いと柵に作用する雪圧
が大きくなるが、斜面積雪の移動（グライド）速度
が大きい場合の理論雪圧を考慮することで、列間斜
距離を現行の設計条件よりも長くとることができる
可能性が示された。ただし、列間斜距離を長くでき
るのは、主に積雪深が小さい場合または斜面勾配が
小さい場合であると考えられる。 
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Abstract ：According to present snow bridge design method for prevention of avalanches, in regions with less snow, the 

distance between bridges on a slope is shorter, and there are cases in which the cost of installing snow bridges is higher as 

more bridges need to be installed.  To consider new methods for increasing the distance between bridges compared with 

present method, field tests and theoretical examination were carried out regarding pressure of snow on bridges, snow 

movement on slopes and condition for snow fracture near the bridges in cases with different distances between bridges. 

The test results revealed that the snow pressure and glide speed in the case with a long distance between bridges was larger 

than those in the case with a short distance.  However, increase in snow pressure due to long distance between bridges can 

be estimated from a theoretical equation in the case of high glide speed.  A comparison of the design snow pressures with 

the theoretical snow compressive strength indicated that the there is a possibility that the distance between bridges can be 

increased in region with shallower snow depth and low slope angle. 
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